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資 料

日本と諸外国の減塩政策と食塩摂取量の推移の比較： 

ナラティブレビュー
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目的　日本の食塩摂取量は減少傾向にあるものの， 諸外国と比較して高いことが知られており，

より一層食塩摂取量を削減するための取組が必要である。本研究は， 日本における今後の減

塩政策の検討に寄与することを目的とし， 諸外国の減塩政策を調査するとともに食塩摂取の

推移の情報を整理した。

方法　減塩政策および食塩摂取の目標値や摂取量に関する情報は， 各国の機関ホームページ， 論

文， 報告書から収集した。対象国は WHO のほか，G 7 加盟国である日本， アメリカ， カナダ，

イギリス， イタリア， フランス， ドイツと， 食文化が日本と近いアジア圏の中国， 韓国とし

た。目標値および摂取量はナトリウムのみを示している国では， ナトリウムに2.54を乗じて食

塩相当量も同時に示した。削減率は， 政策により減少した割合を示すため， 日本とアメリカで

は政策の評価に使われたベースラインと評価年の値を用いた。残りの国ではベースラインと評

価年が確認できなかったため， 政策が行われた期間の前後の最も近い年の値を用いて計算した。

結果　今回の研究において食塩摂取量の範囲は 6.9 g/d（カナダ）から 10.2 g/d（中国）であった。

食塩の摂取源は， アメリカ， カナダ， イギリス， イタリア， フランス， ドイツでは加工食品

や調理済み食品が多く， 日本， 韓国， 中国では家庭食からの食塩摂取が多かった。各国の減

塩政策で食塩又はナトリウムの摂取目標が設定されており， 最も低い値が 5.8 g/d（カナダ）

であり， 最も高い値が 9.9 g/d（韓国）であった。韓国とイギリスでは企業へのアプローチだ

けでなく， 主要な摂取源である家庭へのアプローチを合わせて行っていた。食塩摂取量はす

べての国で減少傾向であり， とくに韓国， イギリスは高い削減率を示した（それぞれ 32.2%，

14.8%）。一方でアメリカ， 日本の削減率は， 他国と比べて低かった（それぞれ 2.2%，4.7%）。

結論　日本と諸外国の食塩摂取の推移， 目標値， 主な摂取源， 政策について比較したところ， 経

年比較で食塩摂取量の削減率が高い国では， 各国の食事の実態に合わせて企業と家庭のそれ

ぞれに向けて政策を推進していたことが明らかとなった。日本における今後の減塩政策は，

企業と家庭の双方へのアプローチの強化と日本の食文化に応じた取り組みを推進することが

重要である。
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Ⅰ 緒 言

日本では非感染性疾患（Non Communicable Dis-
eases: NCDs）である悪性新生物， 心疾患による死

亡は全死亡の約 40% を占めており1)， 主要な健康

課題のひとつである。日本における NCDs の発症

に関わる食事因子としては， 全粒穀物や果物の摂取

不足や赤身肉の過剰摂取等があげられるが， 最大の

因子として食塩の過剰摂取があげられている2)。

健康日本21（第二次）では， 食塩摂取量の減少に

ついて 8  g/d 未満を目標として掲げていたが， 2015
年以降は有意な増減がみられず， 最終評価では目標

値に未達だが， 改善傾向と評価された3)。日本の食

塩摂取量は諸外国より高いことが知られており4)，
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より一層の食塩摂取量削減への新たな取り組みが 
必要である。我が国と諸外国で行われている減塩 
政策と食塩摂取量の推移の比較は日本における減 
塩政策の検討に資することが期待されるが， 日本と

諸外国の減塩政策を比較している研究はいまだな

い。そこで本研究では， 諸外国の減塩政策を調査す

るとともに， 各国の食塩摂取量および推移・現状を

整理し比較検討をした。本研究は， 日本における今

後の減塩政策推進を目的としたナラティブレビュー

である。

Ⅱ 方 法

減塩政策や食塩摂取の目標値や摂取量に関する情

報は， 各国の機関ホームページ， 論文， 報告書から

収集した。対象国は世界保健機関（World Health 
Organization: WHO）のほか， G 7 加盟国である日

本， アメリカ， カナダ， イギリス， イタリア， フラ

ンス， ドイツと， 食文化が日本と近い中国， 韓国の

合計 9 か国とした。各国の情報は， 2000年以降の 
政策を調査した。削減率のベースラインと評価年 
は国により異なり， 日本とアメリカでは減塩政策 
で確認できたベースラインと評価年を用いた。残 
りの国では減塩政策でベースラインや評価年が確 
認できなかったため， 減塩政策が行われていた期間

の前後の近い年をベースラインと評価年として算出

した。

調査の項目は， 各国の健康政策における食塩の目

標値， 食塩摂取量の推移・現状を比較した。目標値

および摂取量がナトリウム（Na）の値のみを示し

ている国（アメリカ， カナダ， 韓国）は，Na に2.54
を乗じて食塩相当量も同時に示した。95% 信頼区

間（95% Confidence Interval: 95%CI）が記載されて

いる国（フランス）では， 平均値とともに95%CI
も示した。標準誤差のみが示されている国（アメリ

カ， カナダ， 韓国）では， 平均値から標準誤差に

1.96を乗じた値を増減することで， 95%CI を算出

した。標準偏差のみが示されている国（日本， イタ

リア， 中国）では， 標準偏差をサンプル数の平方根

で除し， 標準誤差を算出し， 同様の計算式で

95%CI を算出した。ドイツでは， 中央値と95%CI
しか確認できなかったため， 95%CI から標準誤差

を算出し， 95%CI の上限値と標準誤差の差から平

均値を算出した。イギリスは，95%CI や標準誤差，

標準偏差が確認できなかった。

Ⅲ 結 果

各国の健康政策における食塩および Na の摂取目

標と現状を表 1 ，健康政策の変遷を図 1 に示 

した。

1. 各国の目標量， 摂取量， 削減率の比較
食塩の摂取目標量は， 各国の減塩政策の中で設定

されており， 最も低い値がカナダ（5.8 g/d）5) であ

り， 最も高い値が韓国（9.9 g/d）6) であった。フラ

ンスと中国では， 摂取目標量が重量と集団における

基準値未満の者の割合で示されていた7,8)。

食塩の摂取量は， 調査方法や年度が異なるため，

単純に比較することはできないが， 今回の研究にお

いて食塩摂取量の範囲は10.2 g/d（中国）9) から6.9  
g/d（カナダ）10) であった。

表 2 は， 減塩政策とその期間に行われた栄養調査

の結果から得られた食塩摂取量と削減率を示してい

る。最も削減率が高かった国は韓国であり， 2012年
から2020年の間に食塩摂取量が32.2% 減少した。続

いてイギリス， カナダの順に食塩摂取の削減率が高

かった（それぞれ14.8%， 12.7%）。一方で削減率が

最も低かった国はアメリカであり， 2010年から2020
年の間に2.2% 食塩摂取量を削減した。続いて日本

とフランスが同じ食塩摂取の削減率で低かった（そ

れぞれ4.7%）。

2. WHO
WHO と国際連合食糧農業機関（Food and Agri-

culture Organization of the United Nations: FAO）は，

2003年に食事， 栄養， 慢性疾患の予防を発表し，

NCDs 予防のため食塩の摂取目標値を 5 g/d 未満と

した11)。2013年から2020年までの期間のアクション

プランを示した非感染性疾患の予防と制御のための

世界予防計画（Global action plan for the prevention 
and control of noncommunicable diseases: NCD GAP）
2013–2020が採択され， この予防計画では2025年ま

でに2010年をベースラインとして， 世界人口の平

均 Na 摂取量を相対的に30% 削減し， 2,000 mg/d 未

満にするという目標を公表した12)。2019年には

NCD GAP を2030年まで延長することが決定され，

2030年までに2010年をベースラインとして世界人

口の Na 摂取を40% 削減することが追加された12)。

WHO は NCD GAP の目標を達成するために， 2021
年に加工食品に対する18カテゴリーと97サブカテ

ゴリーごとの Na の目標値を発表した12)。この目標

値は2024年に一部改訂された12)。

3. 日本
食塩摂取量は， 国民健康・栄養調査で評価され 

ている。国民健康・栄養調査は， 国民生活基礎調 
査の対象世帯から層化無作為抽出した世帯を対象と

して調査を行っている4)。20歳以上の4,927人の食塩

摂取量（2019年）の平均値（95%CI）は， 10.1 g/d
（10.0–10.2）であった（表 1）。
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厚生労働省は， 第 3 次国民健康づくりとして健康

日本21を2000年から開始し， 現在推進中である健

康日本21（第三次）では， 2032年までに食塩の摂取

量を 7 g/d とすることを目標としている3)。スマー

トライフプロジェクト（Smart Life Project: SLP）で

は， 企業・団体の登録数の増加を掲げており3)， 食

品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業の登録

を行っている3)。

4. アメリカ
食塩摂取量は， the National Health and Nutrition 

図 1 日本と諸外国の減塩政策の変遷

表 2 過去に実施されてきた各国の減塩政策と削減率

国名 政策 政策実施年 ベースライン年
ベースライン年
摂取量（g/d） 評価年

評価年
摂取量 
（g/d）

削減率 
（%）†

日本 健康日本21（第二次） 2013–2023 2010 10.64) 2019 10.14) 4.7

アメリカ Healthy People 2020 2010–2020 2009–2012 9.332) 2013–2016 9.132) 2.2

カナダ
カナダ人のための減塩

戦略
2010–2016 2004‡ 7.910) 2015‡ 6.910) 12.7

イギリス 減塩プログラム 2004–2010 2005–2006‡ 8.116) 2010–2011‡ 6.916) 14.8

イタリア 健康増進 2007– 2008–2012‡ 9.618) 2018–2019‡ 8.418) 12.6

フランス 国民栄養健康計画 2006–2015 2006‡ 8.57) 2014–2016‡ 8.17) 4.7

ドイツ ― ― 2008–2011 10.121) ― ― ―

韓国 国家計画 2012–2020 2012‡ 12.66) 2020‡ 8.56) 32.2

中国 中国減塩イニシアチブ 2010–2020 2011‡ 11.19) 2015‡ 10.29) 8.1
†削減率は（ベースライン年摂取量－評価年摂取量）÷ベースライン年摂取量で算出した
‡ベースライン年， 評価年を確認できなかったため， 近似年の値を記載した
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Examination Survey（NHANES）で評価されてい

る。NHANES は， 米国民の代表値を得るように調

査設計されている。サンプリングの手順は， 郡， セ

グメント， 世帯， 個人の 4 段階で構成されている。

郡をサンプリング後， 郡をセグメント（市またはそ

れに相当するもの）に区分し， 世帯を抽出する。選

択された世帯に居住するすべての人が NHANES に

参加する13)。20歳以上の7,707人の食塩摂取量（2017– 
2020年）の平均値（95%CI）は， 8.8 g/d（8.7–8.9）
であった（表 1）。

10年ごとに見直して公表されるアメリカ人の健康

づくりのための指針である Healthy People では， Na
の削減目標が継続して掲げられている。2020年か 
ら開始された Healthy People 2030では， 国民の Na
摂取量を2030年までに2,731 mg/d まで減らすこと

を目標としている14)。また， アメリカ食品医薬品局

（Food and Drug Administration：FDA） は， 2016年
に加工食品やレストランの食品に対する Na 量につ

いての努力義務を設定し， 加工食品やレストランの

食品の Na を減らすように企業を奨励した15)。

5. カナダ
食塩摂取量は， the Canadian Community Health 

Survey（CCHS）で評価されている。CCHS は， 無

作為抽出した世帯から個人の食品と飲料の摂取量を

調べている10)。19歳以上の11,992人の食塩摂取量

（2015年）の平均値（95%CI）は， 6.9 g/d（6.5–7.2）
であった（表 1）。

2010年に「カナダ人のための減塩戦略」が開始さ

れ5)， この戦略に基づいて2010年から様々な減塩活

動が行われた。たとえば， 2016年末までに Na 摂取

量を2,300 mg/d まで削減する目標が掲げられ， こ

の目標のために2012年に94区分の加工食品の減塩

目標を発表した5)。しかし， 2018年時点では多くの

加工食品が， Na 摂取量の減少が目標に達していな

いことを報告した5)。そこでカナダは， 2020年に

2025年末までに平均 Na 摂取量を2,300 mg/d にする

目標を設定した5)。

6. イギリス
食 塩 摂 取 量 は， The National Diet and Nutrition 

Survey（NDNS）で評価されている。NDNS は， 無

作為抽出された参加者を対象として， 食事摂取量を

調べている16)。19–64歳の596人の食塩摂取量（2018– 
2019年）の平均値は， 7.5 g/d であった（表 1）。
英国食品基準庁（Food Standards Agency: FSA）

は， 2003年から2010年まで減塩計画を実施した。

この減塩計画の一環として2003年にはパン， 朝食

用シリアル， スープ・ソースについての Na 量の削

減を約束し， たとえば， パンと朝食用シリアルを製

造する企業は， 2003年から2006年まで10% の減塩

に取り組むことに合意した17)。FSA は減塩の認知を

高めるために， 減塩に関するテレビコマーシャルや

広告看板等で情報発信し， 国民の減塩食への関心を

高めた17)。これらの政策によって， 国民の食塩摂取

量は2005年の8.1 g/d から2010年の6.9 g/d まで減少

した16)。しかし， 2011年に新たな政府に交代したこ

とにより， 減塩政策は停滞し， 食塩摂取量は増加し

た16)。

7. イタリア
食塩摂取量は， Health Examination Survey（HES）

で評価されている。HES は， 無作為抽出された35– 
79歳のイタリア人を対象としている18)。1,977人の

HES 参加者の食塩摂取量（2018–2019年）の平均値

（95%CI）は， 8.4 g/d（8.1–8.7）であった。

イタリアでは， WHO の NCD GAP に準じた減塩

政策を実施している19)。イタリア保健省は， 2007年
から「健康になる ―健康な選択をより簡単に―」19)

を開始し， 様々な食品の Na 含有量を削減する協定

を2009年から2014年の間にパンやパスタなどの食

品協会と結んだ19)。

2005年から行われている国家予防計画（Piano 
Nazionale della Prevenzione: PNP）では NCDs 予防の

ため減塩政策を行い， 医療従事者やパン屋， 教師，

食品関係の大学の学生， 一般の人々に対する減塩教

室を行っている19)。

8. フランス
食 塩 摂 取 量 は， L’Étude de santé sur 

l’environnement， la biosurveillance， l’activité physique 
et la nutrition（Esteban）で評価されている。Esteban
は， 無作為抽出された6–17歳の子供と18–74歳の成

人を対象としている7)。18–74歳の2,834人の食塩摂

取量（2014–2016年）の平均値（95%CI）は， 8.1 g/d
（8.0–8.3）であった（表 1）。

フランスの健康計画である国民食糧栄養計画

（Programme National de l’Alimentation et de la Nutri-
tion: PNAN）は， 国民栄養健康計画（Programme 
national nutrition santé: PNNS）と国家食糧計画（Pro-
gramme national pour l’alimentation: PNA）の 2 つの

主要計画で構成されている。PNNS は， 2023年まで

に食塩摂取の目標値を成人の90% で7.5 g/d 未満，

100% が10 g/d 未満にすることを目標としてい

る20)。PNAN では減塩目標として2025年までに国民

の平均食塩摂取量を30% 削減することを掲げてい

る20)。この目標を達成するために2022年に， ベーカ

リー協会は労働協約に公的機関と調印し， パンの種

類別に100 g あたりの食塩に対する削減目標に合意

した20)。
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9. ドイツ
食塩摂取量は， The German Health Interview and 

Examination Survey for Adults（DEGS）で評価されて

いる。DEGS は， 無作為抽出された18–79歳のドイツ

在住者を対象としている21)。6,962人の食塩摂取の平

均値（95%CI）は， 10.1 g/d（9.6–10.5）であった。

ドイツ人の食塩摂取を推定した大規模な調査は， 過

去 2 回行われているが21,22)， これらの調査は調査法

が異なるため， 直接比較できない。そのため， ドイ

ツ人の食塩摂取量の推移は明らかではない。

2016年まで， ドイツでは栄養政策が行われてお 
らず， ドイツ栄養士会は栄養政策に取り組むよう 
に声明を発表している23)。これをうけて， ドイツ国

連食糧農業省（Bundesministerium für Ernährung und 
Landwirtschaft: BMEL）は， 2019年から2025年までに

国民の食塩摂取量を 6  g/d 未満にするために， 最終

製品の砂糖， 脂肪， 塩に関する国家削減・イノベー

ション戦略（Nationalen Reduktions- und Innovations-
strategie für Zucker, Fette und Salz in Fertigprodukten: 
NRI）を実施することを発表しており， 減塩政策の

一環として， 食品加工品に対する減塩を食品企業に

呼びかけている22)。

10. 韓国
食塩摂取量は， South Korea National Health and 

Nutrition Examination Survey（KNHANES）で評価

されている。KNHANES は， 層化サンプリングと

クラスターサンプリングを用いてサンプリングされ

ている6)。19歳以上の KNHANES 参加者4,949人の

食塩摂取量（2022年）の平均値（95%CI）は，

8.2 g/d（8.0–8.3）であった。

2012年から， 国家計画の一環として， 食事減塩計

画を開始した24)。この計画は， 2020年までに国民の

Na 摂取量を20% 削減し， 1 日当たり3,900 mg にす

るという目標を発表した24)。この計画には， 韓国栄

養士会による家庭で調理する料理の低 Na レシピの

開発なども含まれた24)。韓国食品医薬品安全庁は，

そのほかの食品加工品も20区分において， Na 含有

量を2020年までに20%削減するように推奨した24)。

11. 中国
食 塩 摂 取 量 は， The China Health and Nutrition 

Survey（CHNS）で評価されている。CHNS は， 郡

と都市を所得別に層別化し， 4 つの郡（高所得 1，
中所得 2， 低所得 1）と 2 つの都市（高所得 1， 低

所得 1）がサンプリングした。その後， サンプリン

グされた都市と郡から20世帯ずつ無作為抽出さ 
れた 9)。7,945人の食塩摂取量（2015）の平均値

（95%CI）は， 10.2 g/d（9.9–10.5）であった。

2007年から開始された全国民健康生活習慣は情報

発信に力を入れ，「1 日の食塩摂取量は 6 g/d 未満」

など健康的なメッセージや， 健康的な食生活を支援

するツールを数多く発信した9)。その後， 2010年か

らは中国減塩イニシアチブ（2010–2020）が開始さ

れ， 2020年までに食塩摂取量を 6 g/d 未満にする目

標を設定した25)。2016年に発表された健康中国2030
の減塩目標は， 2030年までに， 国民一人当たりの 1
日の食塩摂取量を20% 削減することとしている9)。

Ⅳ 考 察

G 7 加盟国（日本， アメリカ， カナダ， イギリ

ス， イタリア， フランス， ドイツ）および食文化が

似ている中国， 韓国の合計 9 か国の Na または食塩

の摂取量の推移および現状， 目標値（g/d）， 主な摂

取源， 政策について比較した。我々の知る限り， こ

の研究は日本と諸外国の減塩政策を比較・検討した

初めての研究である。

すべての国で減塩政策が実施され， 減少の程度は

国によって異なるものの， 食塩摂取量は減少傾向に

ある。高い削減率を示した韓国とイギリスは， 主な

食塩の摂取源に対して， 企業と家庭を標的とした政

策を行ってきた。主な食塩摂取源に対して企業と家

庭の両方に働きかけたことが， 高い削減率につな

がった主な要因だと考えられる。一方， 削減率が低

かったアメリカでは， 2016年まで加工食品に対する

Na の自主的な目標値は設定されておらず14)， 企業

に対する減塩政策が行われていなかった。日本にお

いては SLP などにより， 減塩に取り組む企業は増

加し， 減塩調味料や減塩加工食品を販売する企業は

増加している。一方で， 国民健康・栄養調査による

と， 食塩摂取量が 8 g/d 以上で食生活を改善する意

思がないものの割合は男性で62.3%， 女性で56.9%
であり， 個人の減塩に対する意識は低い4)。した

がって， 日本の食塩摂取量を減少させるためには企

業を通じての食環境づくりとともに， 国民に直接ア

プローチし， 減塩に対する認知や関心を高めること

が重要と考えられる。

Ⅴ 結 論

日本の食塩摂取量は減少傾向にあるものの欧米と

比較して高く， 削減率は低い水準であった。韓国，

イギリスは， 食事の実態に合わせて企業と家庭の両

方に減塩対策を行ったことで， 高い削減率を示した

可能性が高い。日本における今後の減塩政策は， 個

人の減塩意識が低いことから， 企業だけでなく， 家

庭に対してもアプローチをかける必要がある。さら

なる減塩に向けては， 日本の食文化に応じた取り組

みを推進することが重要である。
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Comparison of salt reduction policies and trends levels in dietary salt intake  
in Japan and other countries: A narrative review

Koki TORAMI*, Chika OKADA* and Mieko NAKAMURA*

Key words : salt, salt reduction policy, international comparison, Health Japan 21 (the third term) 

Objectives　This study compared salt reduction policies and trends in dietary salt intake between Japan and 
other countries to facilitate future implementation of salt reduction initiatives in Japan.

Methods　Information on salt reduction policies, salt intake, and target values in G7 member countries (Japan, 
the United States, Canada, the United Kingdom, Italy, France, and Germany) and countries with similar 
food cultures (China and Korea) since 2000 has been collected from institutional, article, and report 
websites. If sodium data were available for a specific country (the United States, Canada, or Korea), the 
sodium value and the salt equivalent value, calculated by multiplying the sodium value by 2.54, were pre-
sented. The percentage reduction was calculated from the baseline and assessment values of salt reduction 
policies in Japan and the United States. In other countries, it was calculated from near-year values before 
and after the salt reduction policy because these countries did not confirm the baseline and assessment 
values. 

Results　 All the target countries set target values for dietary sodium or salt intake. The salt equivalents of the 
target values ranged from 5.8 g/day (Canada) to 9.9 g/day (Korea). In the United Kingdom, Italy, and 
France, some food industries, such as bread and pasta, have entered a pact to limit sodium. Korea has 
been implementing a salt reduction approach, not only in the food industry but also at home, such as the 
development of salt reduction menus. The main sources of dietary sodium in the United States, Canada, 
the United Kingdom, Italy, France, and Germany are processed and cooked foods, whereas in Japan, 
China, and Korea, sodium is consumed at home from condiments. Although the current salt intake could 
not be compared because of differences in the approach and years studied, it ranged from 6.9 g/day 
(Canada) to 10.2 g/day (China). Salt intake showed a decreasing trend in all countries, especially Korea 
and the United Kingdom, with particularly large reductions (32.2% and 14.8%, respectively). The 
United States and Japan showed lower reductions than other countries (2.2% and 4.7%, respectively). 

Conclusion　 This study revealed that the percentage reduction in salt intake among the Japanese population was 
lower than that in other countries, highlighting the need for a tailored approach to salt reduction policies 
in Japan.

*  Center of Nutritional Epidemiology and Policy Research, National Institute of Health and 
Nutrition, National Institutes of Biomedical Innovation, Health and Nutrition


